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IDCの見解 

ビジネスにおいて持続可能性の向上は、あらゆる業界のビジネスリーダーにとって戦略的に必須

である。IT組織は、テクノロジーの活用やプロセスの導入によって無駄を削減しあらゆるリソー

ス活用の最大化を確実に進展させる中心的立場にある。実際の取り組みとそれが進展している証

拠の開示圧力や要求が高まるにつれ、進歩的で意欲的な組織は、ストレージやコンピューティン

グのリソースを持続可能性という視点で評価するようになる。 

大規模データセンターの運用者は 10年以上に渡り、施設やインフラストラクチャの持続可能性の

向上を追求している。データセンターはエネルギーの大口需要家として、効率性や二酸化炭素排

出量に関する議論の中心にいる。エネルギー効率の高いサーバーや仮想化テクノロジーの採用に

よって、利用率の向上という面では著しい進展があったが、それでもなお、エネルギー消費は増

加し続けている。組織は、データの作成、収集、保存が驚異的な伸びを続ける「デジタルファー

スト時代」におけるビジネスへの支援を迫られている。これと並行して持続可能性の高い方法を

発見することが、あらゆる組織の課題である。ビジネスが必要とするコンピューティングやデー

タのニーズに対応しつつ、持続可能性を継続的に向上させるためには、プロセスやテクノロジー

の見直しが不可欠である。持続可能性に熱心に取り組む組織は、リソースの利用面からのより深

い理解とあらゆるリソース使用の最適化を目指している。 

これまで、テクノロジー業界や大規模データセンターの運用者は、よりクリーンで再生可能な電

力源へのシフトをかなり重視していた。これは、より持続可能な組織に進化する上で重要な側面

ではあるが、グリーンデータセンターの最も重要な特徴である無駄の削減とリソース利用率の最

大化には対処していない。再生可能エネルギーは持続可能性を実現する唯一の方法というわけで

はなく、欠点がないわけではない。リソースの無駄の削減とインフラストラクチャ投資の価値を

最大化させることによって、持続可能性の進展を加速させる非常に大きな機会が生まれる。たと

えば、最新のテープストレージシステムを使用したデータストレージは、エネルギー消費、二酸

化炭素（CO2）排出量、電子廃棄物の削減によって、持続可能性の進展を加速できる。包括的か

つ有効な持続可能性戦略は、リソース最適化に対する総合的な影響を評価する「グリーンデータ

センター」の観点から、新規か既存かを問わず、あらゆるテクノロジーを評価する。 

大規模データセンターやクラウド事業者の場合、より効率的な電力使用の追求は特に重要であ

る。これらの施設の規模から判断すると、小さな変更と思えるものでも、環境要因やカーボンフ

ットプリント（二酸化炭素排出量）に関するコストに大きな変化をもたらす可能性がある。グリ

ーンデータセンターに対する関心の大半は、再生可能エネルギーに向けられてきた。よりクリー

ンなエネルギー源は重点的に取り組むべき領域ではあるが、無駄の削減とリソースの最適化も、

グリーンデータセンターの進化に大きな役割を果たすことができる。より優れたエネルギー効率

とよりクリーンなエネルギー源を組み合わせると、コストと炭素排出量の同時削減という最良の

成果が得られる。 
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IDCの調査では、エンタープライズデータストレージの出荷容量は 27％の年間平均成長率

（CAGR：Compound Annual Growth Rate）で成長し、データ量は 3年ごとにほぼ倍増するとしてい

る。とは言え、このデータのすべてに対して即時あるいは低レイテンシーでのアクセスが必要な

わけではない。アクセス頻度の低いデータや長期間使用されない可能性のあるデータが大半であ

り、それらは、必要な時にいつでも使用できる状態を維持した上で、大幅にコストが低く高レイ

テンシーのメディアに階層化して保存しておくことが適切である。組織は、規制上やガバナンス

上の理由、アナリティクス、その他のユースケースのために、ニアラインメディアや「アクティ

ブアーカイブ」階層でこのデータを保持することも選択できる。こうしたデータは、即時での動

作を維持するために電力と冷却が常時必要なハードディスクドライブ（HDD：Hard Disk Drive）

で保存する必要はない。持続可能性の向上を決意した進歩的な組織は持続可能なオペレーション

に向けた現実的な道筋として、既存のデータストレージ慣行を見直し、より先進的な磁気テープ

などの検討を進めると、IDCでは考えている。 

現在の非常に先進的な磁気テープは、近年、市場での復活が確認されている。その理由を以下に

示す。 

▪ テープストレージは、以前から、GB（ギガバイト）当たりのコストが最も低いストレー

ジメディアである。 

▪ テープストレージ自体が最小限の電力で動作し周辺温度の上昇もないため、データセンタ

ー環境の冷却も最小限の電力で済む。 

▪ テープストレージは、優れたビットエラーレートによって高信頼のまま長期データ保存が

可能であり、アーカイブ寿命は 30年を超える。 

▪ テープストレージは、ランサムウェアとの戦いに有効なツールとして台頭している。 

テープストレージの使用から撤退したかその使用経験のない組織は、コストの削減、カーボンフ

ットプリントの改善、何らかの障害や攻撃があった場合にデータを復元できるという最大限の保

証を実現するテープストレージの能力を検討すべきである。クラウドネイティブのソリューショ

ンでさえも、大容量の自動化テープストレージシステムがコアやクラウドで本質的な役割を果た

せるとの認識に変わり始めている。 

調査方法 

本調査レポートでは、エネルギー消費と炭素排出量に対するテープストレージの影響を測定し

た。IDCは、テープストレージの利用を進めることで削減し得る電力消費量を計算する上で、保

守的かつ防御的なアプローチを使用した。この分析の基になるデータは、エンタープライズスト

レージなどのテクノロジーを対象とする IDCの調査データ「Worldwide Quarterly Trackers」である。

IDCは、システム種類別の電力消費や電力 MWh（メガワット時）当たりの二酸化炭素排出量など

の前提条件を適用して、エンタープライズストレージの稼働容量の運用と冷却に必要な電力消費

量を決定した。このエネルギー消費データを使用して、エンタープライズストレージ容量の運用

と冷却で発生する各年の二酸化炭素排出量を計算し、今回の予測期間である 2019年～2030年全体

の累積二酸化炭素排出量を計算した。 

次に、より多くのエンタープライズストレージの稼働容量をテープストレージライブラリーに移

行した際の影響を特定し、二酸化炭素排出削減量を計算した。これによって、計算結果である年

間と累積の電力節減量、各年と予測期間全体で回避された二酸化炭素排出量を基に、より多くの

データをテープストレージに移行した場合の影響を把握した。 

概況 

大手クラウド事業者やサービス事業者のデータセンターは、ビジネスオペレーションから人間同士

のコミュニケーションやつながりに至るまで、あらゆる事柄の中心である。世界的にデジタルファ

ーストオペレーションへの移行が進む中で、これらの施設は不可欠なリソースであり、持続可能性
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に関する対話の中心でもある。複数の主要なデータセンターの所有者や事業者が発行した環境、社

会およびガバナンス（ESG：Environmental, Social, and Governance）報告書によると、エネルギー消

費は 2017年～2020年の間に平均で 31％増加した。ハイパースケールデータセンターの運用者のエ

ネルギー消費は、さらに高い割合で増加している。これらの施設のオペレーションは数エクサバイ

ト規模に拡大していることから、安全かつ回復力のある環境のサポートに必要な電力は驚くほど多

い。IDCでは、2025年には世界全体で約 2万のハイエンドおよびメガデータセンターが存在すると

予測している。電力消費が現在の水準で引き続き推移する場合、これらのオペレーションのサポー

トに必要な電力量のために、リソースを最適化するための新規戦略が必要になる。 

グリーンデータセンターの議論における皮肉は、ITの中核的な価値提案の一つが運用効率の向上

である点である。テクノロジーやプロセスの再考によってグリーンデータセンターの原則とデジ

タルファーストオペレーションの両立を確保できれば、電力を大量に消費するこれらのリソース

は、データとコンピューティング能力の増大は電力消費の増加に等しいという長年使われてきた

等式を打破するポテンシャルを有すると、IDCでは考えている。 

デジタルファーストオペレーションは、非常に効率的かつ賢明なリソースの使用として台頭すると

同時に、これを支えるデータセンターには、データセンターのエネルギー消費量を理由にさらに厳

しい視線が注がれるようになった。これらの施設のオペレーションは数エクサバイト規模に拡大し

ている。ワークロードやデータは大手クラウドサービス事業者のデータセンター施設への集約化が

進み、これに伴い、持続可能なオペレーションの負荷も移転している。これらの事業者は再生可能

エネルギー源への有意義な投資を実施し、今後数十年間でカーボンニュートラルを達成しようと尽

力している。よりグリーンでクリーンなエネルギーに対するこれらの投資は非常に重要ではある

が、データセンターの持続可能性向上とカーボンインパクトの削減のためにできることは、まだあ

る。大手のクラウド事業者はエネルギー消費を最適化するテクノロジーに大きく頼っている。 

データの増加とエネルギー消費に対する影響 

データ駆動型の意思決定へのシフトによる顧客エクスペリエンス、ビジネス回復力、運用効率の

向上は、膨大な量のデータが作成、保存、分析され移動していることを意味する。新たに生成さ

れるデータ量は 20～43％の CAGRで増加している。多数の大規模組織では、データ量は 2年ごと

に倍増している。全世界の保存データ量は 2020年～2025年の間に、27％の CAGRで増加する

（Figure 1を参照）。 

 

FIGURE 1 

世界全体のデータ保存量、2015年～2025年 

 

Source: IDC Global StorageSphere, 2021 
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長期間のデータ保存やデータ保護のために、データセンターの物理的なリソースが不可欠であ

る。これらのデータセンターは回復力やセキュリティを目的として設計されており、温度や湿度

を制御可能な環境が必要である。IT機器への電力供給やデータセンター環境の冷却には驚くほど

多量の電力を必要とする。エネルギー消費は、場所やワークロードによって大きく異なるため、

正確なエネルギー消費を予測することは複雑な作業になる。 

データセンターの総エネルギー消費を理解することは、いくつかの理由で複雑なものとなる。 

▪ 実際の消費データの報告の欠落：大規模データセンターの運用者の多くは、エネルギー消

費の数値を報告していない。有力なデータセンター運用者の一部が持続可能性に対するコ

ミットメントの一環として透明性を向上させていることを、IDCでは確認している。エク

イニクス、デジタルリアルティ、サイラスワン、フェイスブック、マイクロソフト、QTS

は、エネルギー消費量を報告している数少ない主要なデータセンター運用者である。 

▪ ワークロードの種類や立地で大きく異なるエネルギー消費：ビットコインのマイニング

オペレーションは、エネルギーを大量に消費する。それに比べるとその他の多数のワーク

ロードのエネルギー消費は非常に少ない。同様に、シンガポールなどの熱帯地域にあるデ

ータセンターで必要な HVAC（空調）電力は、ノルウェーなどの寒冷地域のデータセンタ

ーに比べてはるかに多い。このため、全世界で導入されたサーバー台数からエネルギー使

用に関する前提条件を作成することは容易ではない。 

▪ 企業データセンターの透明性の欠如：IDCの調査では、25％の組織が自社のデータセンタ

ーの電力消費量を把握していない。 

エネルギー総消費を報告しているサービスプロバイダーのデータセンター運用者から IDCが実際

に得た情報によると、2017年～2020年の間の平均エネルギー消費は、マルチテナントデータセン

ターにおいて 31％増加し、ハイパースケールデータセンターの運用者においては 117％増加した

と推定される。 

将来のエネルギー消費は、サーバーの使用率とワークロード、温暖または寒冷な気候条件におけ

るインフラストラクチャの設置場所、そしてデジタルオペレーションの成長率に影響される。エ

ネルギーを浪費する機会は非常に大きい。これを理解した上で、すべてのデータセンター運用者

は、エネルギー資源の価値の最大化を目標とすべきである。この課題に集中してよりスマートな

テクノロジーを活用すると、エネルギーの使用と浪費の長期的な増加を抑制する大きな機会が生

まれる。 

始まりにすぎない再生可能エネルギー 

過去 4年間において、大手のデータセンターの所有者や運用者のエネルギー消費は急増してい

る。これらのデータセンター所有者は持続可能なオペレーションへのコミットメントを理由に、

再生可能エネルギー源に多大な投資を実施し、太陽光、風力、水力の発電資源の開発や調達によ

ってカーボンインパクトをオフセットしている。テクノロジー企業は、再生可能エネルギー投資

で先頭に立っている。米国単独では、再生可能エネルギー投資家の上位 10社のうち 8社がテクノ

ロジー企業であり、テクノロジーセクターは有意義な変化を促進しなければならないというコミ

ットメントを示している。こうした気運を受けて、自治体向けの再生可能エネルギー源の構築や

より幅広い採用に向けたエコシステムの支援が進められ、多くの人々がよりクリーンなエネルギ

ーにアクセス可能になっている。 

直接の使用を通じてか、より一般的な再生可能エネルギーのオフセットまたはクレジットを通じ

てかを問わず、石炭や天然ガスをベースとした発電から太陽光、風力、水力の発電へのシフトは

よりグリーンなデータセンターの最大の関心事である。それが実際的であれば、大手クラウド事

業者やハイパースケールデータセンターの運用者は再生可能エネルギーを活用して、二酸化炭素

排出量を削減すると共に、今後数十年で 100％のカーボンフリーを実現するジャーニー（旅程）を

開始している。 
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とは言え、いくつかの理由から、再生可能エネルギーに投資するだけでは十分とは言えない。 

▪ 再生可能エネルギーは、デジタルトランスフォーメーション支援のためのデータセンター

の電力消費急増に追い付けるほど迅速に立ち上がるとも、安いコストで運営できるとも言

えない。 

▪ 新規のプロセスやオペレーションのデジタルファースト化に伴い、まずは回復力が最優先

される。データセンターがデジタル世界をサポートするには、太陽光、風力、水力に左右

されない電力の確保は不可欠である。 

▪ 太陽光や風力発電のインフラストラクチャは、地球の資源に対してマイナスの影響を有す

る。太陽光パネルや風力タービンの建設、リサイクル、廃棄のいずれも環境への負の影響

が伴う。 

現在、データセンターの使用エネルギー全体に対する再生可能資源の割合は、まだ比較的低い可

能性がある。このため、ほとんどの大規模データセンターの運用者は省エネルギーやエネルギー

使用の最適化にも注視しなければならない。エネルギー消費とエネルギー浪費の削減を同等に重

視することで、大規模データセンターの運用者は、持続可能性へのジャーニーにおいて測定可能

な進展を実証できる。こうした視点を通して、テープストレージは各テクノロジーに取り組み、

エネルギー消費を削減する実行可能で費用対効果の高い方法として台頭している。同時に、デー

タセキュリティを通じて回復力も向上できる。 

グリーンデータセンターテクノロジーの使用による持続可能性ジャーニー
の加速 

リソース使用率の最大化は、ITのリソースとケイパビリティをビジネスプロセスに投入する場合

の重要な価値提案の一つである。ITは、ビジネス運営の「スマート化」を実現できるように、デ

ータセンター運営の「グリーン化」を実現することができる。リアルタイムで環境を監視するテ

クノロジー、ITリソース使用率を改善するテクノロジー、ワークロード運用管理を自動化するテ

クノロジーを使用すれば、組織は、エネルギー消費を劇的に削減できる。以下は「グリーンデー

タセンター」が、テクノロジーや新規プロセスを活用することで「コンピューティングとストレ

ージの増強はエネルギー消費の増加につながる」という等式をいかに変えることができるかを示

す例である。 

▪ 大幅なエネルギー削減を実現するため小さな調整を数多く繰り返せるように、AI

（Artificial Intelligence：人工知能）を活用した冷却制御に投資する（グーグルは、この方法

でエネルギー料金を 5％節減したと報告している）。 

▪ データの保持、保護、検索のための持続可能性の最も高い方法を理解し選択するため、デ

ータストレージテクノロジーの見直しと戦略策定を進める。 

▪ 再生可能エネルギー源の利点をリアルタイムで活用するためのワークロードシフトを実現

できる、極めて俊敏性の高い環境を構築する。 

▪ 仮想化とコンテナ化のテクノロジーを通じて IT稼働率を向上させる（サーバー稼働率の

向上は、機器の削減だけでなく、機器の稼働期間を延ばし、電子機器廃棄物の削減と資産

ライフサイクルの最大化につながる）。 

▪ リアルタイムでの監視や制御によってリソースの透明性を高める。 

これらの戦略は、コンピューティングとストレージリソースへの電力供給およびその設置環境の

冷却に必要なエネルギーを削減して、持続可能性の進展を加速させる可能性を持っている。 

すべてのグリーンデータセンター戦略にテープストレージを取り入れるべ
き理由 

有効な持続可能性戦略は、無駄の削減、リソース使用の最適化、温室効果ガス排出量削減への貢献

を実現する能力によって測定されるべきである。よりグリーンな戦略を策定している組織は、どの

持続可能テクノロジーも「新しく」なければならないと考えるかもしれないが、実際のところ有効

な戦略は、二酸化炭素排出量への影響という観点で各テクノロジーを評価することである。賢明な
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CIO（Chief Information Officer：最高情報責任者）やリーダー層は「循環型経済」の原則に理解を示

すと共に、単に新しいからといって「グリーン」を意味するわけではないことを理解している。 

テープストレージは、エネルギーを消費しないオフラインのデータ保存によって、グリーンデー

タセンターの取り組みを支援する。テープストレージシステムは、ストレージのニアライン階層

やアクティブアーカイブ階層としても機能する。つまり、必要な時はいつでもデータを利用可能

な状態で保持しているが、処理のための電力は使わず、データへのアクセスがない状態で必要な

環境資源は最小限である。組織は、より大規模なデータセットはより優れたアナリティクスを実

行できること、そしてアクティブアーカイブ階層においては、人の介在がなくてもデータを利用

しつつ同時にデータセットの規模拡大が可能であることを学んでいる。 

将来の成長を持続可能にサポートする記憶容量 

最近リリースされた LTO Ultriumテープの第 9世代は、18TBのネイティブ容量（圧縮時 45TB）と

いう特性を持っている。リニアテープオープン（LTO：Linear Tape-Open）製品のロードマップは

現在、第 12世代まで拡大しており、カートリッジ当たりの容量は 144TB（圧縮時 360TB）が見込

まれている。LTOテープストレージのロードマップは引き続き、面記録密度（1平方インチ当た

りのビット数）の大幅な増加を追求している。つまり、テープカートリッジ当たりのデータ保存

量は新しい世代ほど多いため、低い総所有コスト（TCO：Total Cost of Ownership）と二酸化炭素

の排出抑制はさらに向上する。 

テープストレージのその他ベネフィット 

最新の磁気テープは、ランサムウェア、データの盗難（漏洩）、その他のマルウェアの阻止に対

して非常に価値あるツールでもある。テープストレージの特徴は以下の通りである。 

▪ 不変性：テープストレージは、改変や削除が不可能な不変なデータコピーを保存可能であ

る。この不変性はWORM（Write Once, Read Many）と呼ばれることもある。ランサムウェア

のハッカーは多くの場合、バックアップコピーを攻撃して、暗号化、スクランブル化、消去

するため、不変なコピーはデータの完全性や復元可能性を確保するために不可欠である。 

▪ 暗号化：暗号化されたテープストレージでは、テープストレージのデータ読み取り権限の

ない者が読み取れないようになっている。このため、内部かまたは外部からの試みかを問

わずテープという媒体を窃取したとしても、データを目的とする犯罪者に得られるものは

ない。テープストレージデータの暗号化はベストプラクティスであり、ある場所から別の

場所への移動を前提とするテープストレージの場合は特に重要である。テープストレージ

システムは、ハードウェアレベルでのデータ暗号化能力を備えているため、アプリケーシ

ョンや処理のオーバーヘッドなしで暗号化できる。 

▪ エアギャップ：先述した通り、ハッカーは多くの場合、バックアップコピーを攻撃して復

旧不能にする。このような攻撃を無効化するための信頼性のある手段は、プライマリーコ

ピーとバックアップコピーの間の物理的な隔離「エアギャップ」を構築することで、犯罪

者によるバックアップへの物理的なアクセスを阻止するものである。テープストレージの

場合、これはテープライブラリーからテープを取り出すのと同程度の単純さで可能であ

る。一部の組織では、テープストレージをオフサイトに移動して保護を強化する場合もあ

る。ベストプラクティスとしては、オンサイトとオフサイトでそれぞれオフラインコピー

を保持することが挙げられる。エアギャップの構築はオンラインシステムでも可能ではあ

るが、テープストレージは、真の物理的エアギャップを実装できる圧倒的に容易で、最も

信頼性の高い方法である。 

グリーンデータセンターの成果 

グリーンデータセンターのテクノロジーは、二酸化炭素排出量、リソース最適化、コスト削減に

対し、長期的な影響と即時の影響の両方を支援できる（Figure 2を参照）。再生可能エネルギー

へのシフトはより長期的な投資であり、まったく新しいエネルギー生成プロセスの中心軸をサポ

ートするインフラストラクチャを構築する。これらの投資は、コミュニティや電力網に対してよ

り幅広い影響を与える。データセンター投資は、幅広い展開に向けたエコシステムやインフラス
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トラクチャの構築を支援するためである。大手のデータセンターの所有者や運用者は、電力の大

口需要家として、再生可能エネルギーインフラストラクチャの構築を先導している。より短期的

な成果は、AI支援型の冷却、高いエネルギー効率のデータストレージ（テープ）、仮想化／コン

テナ化、リアルタイムでの監視や制御などのテクノロジー導入によって実現されている。 

 

FIGURE 2 

グリーンデータセンターテクノロジーの短期的／長期的ベネフィット 

 

Source: IDC, 2021 

 

テープストレージ活用によるグリーンデータセンターの取り組みの加速 

データストレージインフラストラクチャに関する意思決定の際、エネルギー消費に対する長期的

な影響を考慮すべきである。テープストレージが二酸化炭素排出量に与え得る影響をより深く理

解するために、IDCは詳細な分析を実行し、テープストレージへのデータ移行が増加した場合の

影響についてのシナリオを作成した。データストレージのライフスパンにまたがるリソース使用

量全体を考慮した場合、テープストレージへのシフトによってエネルギーリソース消費量に測定

可能な大きな差異が生じる可能性がある。エネルギーコストの節減と二酸化炭素排出量の削減

は、テープストレージの使用拡大を検討する説得力ある理由である。 

テープストレージ

の使用拡大は、持

続可能性の目標達

成にプラスの影響

を与える可能性が

ある。プラスの影

響は電力消費の削

減を伴い、直ちに

認識される可能性がある。「アーカイブ」指定の保存データ量が増加し、エンタープライズスト

レージシステムで保存予定のアーカイブデータの 80％と複製データの 57％がテープに移行される

というシナリオでは、2030年までの年間の二酸化炭素量は 43.7％削減される（Figure 3を参照）。

テープへのシフトは環境にプラスの影響を与える機会が驚くほど大きく、2019年～2030年の間

に、6億 6,400万メトリックトン（1メトリックトンは 1,000キログラム）の累積炭素排出量を回避

テープへのシフトは環境にプラスの影響を与える機会が 

驚くほど大きく、6億 6,400万メトリックトンの炭素排出量を 

回避するポテンシャルがある。 
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するポテンシャルがある。この回避量は、1億 4,400万台の乗用車を 1年間運転した場合の温室効

果ガス排出量または 8,000万世帯の 1年間のエネルギー使用量に匹敵する。 

 

FIGURE 3 

テープストレージ移行に関連する世界全体の電力消費／二酸化炭素排出の回避量 

  

Source: IDC, 2021 

 

将来の展望 

グリーンデータセンターや持続可能性戦略の高度化に伴い、組織は、再生可能エネルギー源への

シフトを進めるだけでなくエネルギー全体の使用を削減する方法を検討するようになる。 

現在の欧州の経営幹部は、持続可能性の目標達成能力に基づき報酬を受け取っている。IDCで

は、この慣行は今後数年内に北米やその他の地域でも導入されると考えている。このようなイン

センティブは、よりグリーンなデータセンターリソースを理解し構築する新しい方法への関心を

高める。投資家、最高の人材、エコシステムパートナーは、グリーン化の進展を証明する能力に

ますます左右されるようになる。 

これらの証明ポイントが競争上の差別化要因になる中で、使用中のクリーンエネルギーの比率

（％）に関するデータに加えて、電力などの使用中のリソースの合計量に関するデータも提示す

るよう、組織に対してはるかに厳しい視線が注がれるようになる。よりグリーン（環境に敏感）

で持続可能な世界に向けた気運は、組織の多数の事業分野にまたがり圧力をかけ、サプライチェ

ーンにも深入りする。この理由から、持続可能性の取り組みを拡大してあらゆるリソースの使用

改善に注力することは組織にとって戦略的に不可欠であると、IDCではみている。賢明な組織

は、地球環境の保護能力に基づきあらゆるプロセスを再検証する。この慣行の一般化に伴い、組
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織が実現する別のベネフィットは、コストとエネルギー消費の両方を削減するテープストレージ

などのソリューションの実装によってコストを節減し採算性を高めるポテンシャルである。 

富士フイルムについて 

富士フイルムは、磁気テープカートリッジやその他のテクノロジーソリューションの世界的なサ

プライヤーである。同社ではデータセンター顧客や各業界のパートナーに対し、革新的な記録メ

ディア製品やアーカイブソリューションを幅広く提供している。また、NANOCUBIC技術やバリ

ウムフェライト技術などの薄膜工学や磁性粒子科学の歴史を基盤とした、データストレージ製品

のイノベーターである。世界的に見ても、富士フイルムとその関連会社は、LTO Ultriumデータカ

ートリッジの市場投入以降の製造販売巻数で 1億 7,000万巻というマイルストーンを超え、ミッド

レンジとエンタープライズテープ市場の主要プレイヤーとしての地位を確立している。 

富士フイルムグループは、責任ある環境スチュワードシップと優れたコーポレートシチズンシッ

プにコミットしており、2017年には環境、社会およびガバナンス（ESG：Environmental, Social, and 

Governance）計画である「Sustainable Value Plan 2030（SVP 2030）」を発行している。この計画は、

2030年度をゴールとする長期目標を掲げ、パリ協定に準拠している。この計画では、環境、健

康、生活、働き方、サプライチェーン、ガバナンスという 6つの重点課題が設定されている。同

社は環境を最重要課題として重視し、調達から製造、流通、廃棄に至る製品ライフサイクル全体

での二酸化炭素排出量を 2013年に比べて 45％削減するという目標を設定している。 

課題とビジネス機会 

▪ テープは最新テクノロジーではないと思われる傾向にあるが、データ増加に対応して、世

代を重ねるごとに、より優れた GB当たりコストの ROI（Return on Investment）を向上さ

せている。多くのバイヤーは、最新のテープストレージシステムがデータセンターにもた

らす価値を理解し検討することなく、テープストレージに対する誤った認識を持ってい

る。システムやメディアの供給事業者を含め、すべてのテープストレージベンダーは、バ

イヤーへの適切な教育の実施を通してその誤った認識を変えるように迫られている。 

▪ テープストレージを単にデータセンターに設置しておくだけではソリューションとは言え

ない。IT組織は、全体的なデータ管理戦略の中にテープストレージを明確に組み込む必

要がある。 

▪ テープストレージは、それが適切に実装された場合、データ利用可能性に関する独自のサ

ービスレベルスタンダードを備えた、他のストレージとは異なる階層を形成する。組織

は、メディアのコストや炭素排出量の持つ意味を検討しないまま、無意識に HDDによる

データ保持を選択するかもしれない。ニアラインやアクティブアーカイブの目的でテープ

利用を導入する組織は、GB当たりのストレージコストの最小化、炭素排出量の大幅な削

減への貢献を果たしながら同時にデータ保持のあらゆるベネフィットを実現する可能性が

ある。 

▪ 富士フイルムは、テープメディア供給事業者としてはソリューションの一部を構成してい

るにすぎない。同社が完全なソリューションを育て上げるためには、サプライチェーンや

業界のパートナーと協力していくことが求められる。 

結論 

グリーンデータセンターオペレーションをサポートできるテクノロジーについて理解すること

は、CIOや経営層にとって非常に重要な戦略である。投資家、エコシステムパートナー、将来を

担う有能な人材は、真の「グリーン」データセンターはどうあるべきかの査定をより精巧に作り

上げ、その取り組みが進展しているという証拠を示すデータやメトリクスを求め、報告の透明性

を要求する。テープストレージへのシフトを進めることで、エネルギー消費の大幅な削減によっ

て持続可能性の進展を加速できる。消費量の直接の削減は、エネルギーリソースの浪費と消費全

体の削減によって、二酸化炭素排出量に対して即時かつプラスの影響をもたらす。よりグリーン
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な再生可能エネルギー源にシフトするだけでなくエネルギー消費全体も削減する方法に注力する

ことによって、組織は持続可能性への取り組みが真に進展していることを示すことができる。 

企業のリーダーは、あらゆる ITリソースを持続可能性という視点で評価すべきである。この視点

は、無駄を最小限に抑え、よりグリーン（環境責任のある）な経営指針を強固なものにする。こ

の評価指標によって、より多くのデータストレージをテープストレージに移行する場合に得られ

る測定可能なベネフィットが明らかになる。エネルギー消費傾向に関する IDCの分析と比較によ

ると、テープストレージの活用拡大によって、43.7％の二酸化炭素排出量に相当する 6億 6,400万

メトリックトンを削減する機会が存在する。大規模データセンターの運用者は、持続可能性と環

境責任の向上に対する極めて重要な要求を理解している。ITリーダーは、「コンピューティング

とデータの増大は電力消費の増加と等価である」というパターンを打破する機会を有する。持続

可能性を重視する進歩的な ITリーダーは、データストレージの選択肢の再考と、その適切な活用

によって、炭素排出量を劇的に削減できる。これらの組織にとって重要なのは、戦略がプラスの

変化に貢献していることを実証する枠組みやプロセスの開発である。エネルギー消費、データ増

加、パフォーマンスメトリクスの追跡は、変化の影響を理解するために不可欠である。 

持続可能性の進展に関する透明性とメトリクス（指標）を提供できる組織は、競争力を強化でき

る。エネルギー消費の削減やリソース最適化を目指した最新のテクノロジー投資は、支出と無駄

を削減するだけでなく、投資家、最高の人材、戦略的なエコシステムパートナーを引きつける機

会についても改善する。さらに重要なことは、テープストレージへのシフトと電力消費の削減

は、二酸化炭素排出量を大幅に削減するポテンシャルを有するため、地球にプラスの影響を与

え、持続可能性の重要な取り組みを支援する。 
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